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高齢者入所施設における肺炎球菌ワクチンのインフルエンザワクチンとの

同時接種及び再接種に対する認識と対応についての調査
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目的 高齢者の肺炎予防のために23価肺炎球菌ワクチンの接種が勧奨されているが，その接種率は

低い。2009年10月に新型インフルエンザ予防強化策のひとつとして肺炎球菌ワクチンとインフ

ルエンザワクチンとの同時接種および肺炎球菌ワクチンの再接種が承認されたことを受け，愛

知県内の高齢者入所施設における肺炎球菌ワクチンの同時接種・再接種に対する認識と対応な

どについて調査を実施した。

方法 愛知県内の全高齢者入所施設（716施設）を対象に郵送で，施設の特性，肺炎球菌ワクチン

の再接種やインフルエンザワクチンとの同時接種に関する情報の認識，施設における取組み，

2009年10月以降の季節性インフルエンザワクチン，新型インフルエンザワクチン，肺炎球菌ワ

クチン接種者の有無などに関する無記名の質問票調査を2010年 7 月に実施した。

結果 392施設（54.7）から回答が得られた。インフルエンザワクチンとの同時接種が認められ

たことを認識しているのは介護老人保健施設で79.2と高かったが，全体では45.4であっ

た。再接種を認識している施設は31.7と低かった。肺炎球菌ワクチン接種者ありと回答のあ

った施設は172施設（44.3）であり，同時接種者ありの施設は26施設（6.8），再接種者あ

りの施設は14施設（3.7）にとどまっていた。同時接種を認識していない施設においては肺

炎球菌ワクチン接種者ありと回答した施設は37.0であるのに比し，認識している施設では

52.3と有意に高かった。

結論 肺炎球菌ワクチン接種に関する情報を認識することが，各施設における肺炎球菌ワクチンの

同時接種や再接種の積極的な勧奨や接種状況に反映される可能性が示唆された。各自治体は高

齢者における本ワクチンの公費助成を検討するとともに，これらの情報を医師会と協力して周

知徹底する必要がある。

Key words肺炎球菌ワクチン，同時接種，再接種，高齢者，インフルエンザワクチン

 緒 言

肺炎は昭和初期までは死因の第 1 位を占め，昭和

5 年の死亡率（人口10万対）は156.8で昭和22年頃

まで横ばい傾向を示していた。戦後激減し昭和30年
には38.4，その後緩やかに低下傾向を示した。近

年，再び上昇傾向にあり，平成19年の死亡率は87.4
となっている。肺炎による死亡率を年齢階級別にみ

ると，昭和10年頃は乳幼児と中高年で高かったが，

近年では高齢者で高く，とくに80歳以上の死亡率は

1,100を超える高率になっている1)。また，わが国に

おける人口構成は大きく変化しており，老年人口割

合は2025年にはおよそ30となることが見込まれて

いる2)。このため超高齢化が急速に進展するわが国

において高齢者の肺炎予防は公衆衛生上の重要課題

である。

高齢者の肺炎予防のためには23価肺炎球菌ワクチ

ン（以下「肺炎球菌ワクチン」と記す）がある。米

国疾病管理センターは高齢者に対するワクチン接種

の肺炎予防効果を認め，インフルエンザワクチン3)

と肺炎球菌ワクチンの接種4)を奨励している。米国

予防接種諮問委員会（ACIP: Advisory Committee
on Immunization Practices）の提言では肺炎球菌ワ

クチンを接種すべき対象者として65歳以上の高齢者

をあげている。米国保健社会福祉省は健康促進のた

めの計画 Healthy People 2010において65歳以上の
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高齢者のインフルエンザおよび肺炎球菌ワクチン接

種率の2010年までの到達目標を90と掲げ全米的に

推進しており5)，2005年時点での肺炎球菌ワクチン

の州別接種率の中央値は65.7に達している6)。一

方，わが国では肺炎球菌ワクチンは予防接種法にお

いて任意接種とされており，近年マスメディアで取

り上げられる機会も増加しているがいまだ接種率は

低いのが現状である。各自治体における公費補助も

広がってきてはいるものの，自己負担額が3,000円
～6,500円と高額な任意接種ワクチンであることが

接種率の上昇しない一因と考えられる7)。公費助成

を導入する自治体の増加に伴い65歳以上高齢者にお

ける接種率は2008年の5.08)から2010年には9.5
に上昇9)したが，先進国の中では最も低い状況であ

る6,10)。

2009年10月には新型インフルエンザ対策強化の取

組みのひとつとして，肺炎球菌ワクチンの再接種

（以下「再接種」と記す）およびインフルエンザワ

クチンとの同時接種（以下「同時接種」と記す）が

認められた。高齢者入所施設は肺炎およびインフル

エンザのハイリスク者である高齢者が閉鎖的な環境

で密接な集団生活あるいは療養する場であり，とく

に感染症対策は重要である。そこで，本研究では高

齢者入所施設における肺炎予防の基礎資料を得るこ

とを目的に，愛知県内の高齢者入所施設を対象に，

肺炎球菌ワクチンに関する認知度などの調査を実施

し施設における現状や施設管理者の認識と施設の取

組み状況などとの関連を検討した。

 研 究 方 法

愛知県内の全高齢者入所施設716施設（養護老人

ホーム31施設，軽費老人ホーム98施設，特別養護老

人ホーム222施設，介護老人保健施設159施設，有料

老人ホーム206施設）を対象に施設管理者宛に郵送

にて無記名の調査を実施した。調査内容は 1）施設

の特性として，施設の種類，定員，認知症および寝

たきり，80歳以上の割合，2）肺炎球菌ワクチンと

インフルエンザワクチンとの同時接種および再接種

に関する認識やその情報源（医師会，メディア，製

薬会社，行政，その他），3）所属自治体の助成の有

無とその対象年齢，補助金額，4）施設における同

時接種および再接種の積極的勧奨などの取組み状

況，積極的勧奨の基準（複数選択），積極的勧奨を

勧めない理由（複数選択），5）2009年10月以降のイ

ンフルエンザワクチンおよび肺炎球菌ワクチン接種

状況等である。「寝たきり」については平成 3 年11
月18日老健第102–2 号厚生省大臣官房老人保健福祉

部長通知「障害老人の日常生活自立度」の「寝たき

り」の基準に準じてランク B または C を寝たきり

とし調査を行った。

2010年 7 月に対象施設宛に質問票を郵送し，返送

をもってインフォームドコンセントが得られたとし

た。8 月には全対象施設を対象として調査協力のお

礼として中間解析結果を報告し，これに同封する形

で未回答の場合には再度協力を依頼する文書を郵送

した。

統計解析は統計解析パッケージソフト SAS
（ver.9.1）を用い，Fisher の直接確率法検定を行っ

た。検定の有意水準は 5とした。集計対象項目の

回答が不明な施設は除外して集計した。

 研 究 結 果

. 回答施設の特性

愛知県内の716高齢者入所施設中，392施設より回

答が得られた。本調査においては回収された調査票

には白紙の調査票はなく，回収調査票すべてを集計

対象とし有効回答率54.7であった。施設別回答率

および回答施設の特性を表 1 に示す。養護老人ホー

ムからは77.4と高い回答率であったが，介護老人

保健施設からの回答は45.9と低かった。施設規模

では入所定員数50～99人の施設が42.1，100人以

上の施設は27.6を占めていた。認知症の入所者，

寝たきり（ランク B または C）の入所者および80
歳以上の割合が50以上を占める施設は，それぞれ

56.6, 34.2, 88.3であった。

. 同時接種および再接種に関する認識

同時接種が認められたことを知っていると回答の

あった施設は，介護老人保健施設では79.2と高か

ったが，全体では45.4にとどまっていた（表 2）。
また，再接種が認められたことを認識していた施設

は，介護老人保健施設でも61.6，全体では31.7
と低い結果であった（表 2）。同時接種が認められ

たことに関する情報の入手手段は，メディアからと

する施設が36.4と最も多く，医師会25.6，行政

14.8などであった。再接種に関する情報源は，メ

ディアからが42.3と最も多く，医師会16.3，製

薬会社12.2などであった。

施設の特性別に同時接種・再接種が認められたこ

との認識を比較してみると，入所者定員が100人未

満の施設に比べると100人以上の施設では，同時接

種・再接種について知っていると回答した施設の割

合は高かった。入所者に認知症の占める割合，寝た

きりの占める割合，80歳以上の占める割合が50未

満の施設に比べ，50以上の施設では同時接種に関

して知っていると回答した施設の割合が統計学的に

有意に高かった。再接種に関する認識についてもほ
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表 対象施設および調査参加施設の内訳と特性

施設名 対象施設数 回答施設数
回答率
()

回答施設の特性（)

入所定員
100人以上

認知症の割合
50以上

寝たきりの割合
50以上

80歳以上の割合
50以上

養護老人ホーム 31 24 77.4 16.7 12.5 0.0 37.5
軽費老人ホーム 98 59 60.2 5.1 5.1 0.0 88.1
特別養護老人ホーム 222 130 58.6 35.4 90.8 62.3 93.8
介護老人保健施設 159 73 45.9 64.4 71.2 56.2 91.8
有料老人ホーム 206 106 51.5 7.5 43.4 11.3 90.6

計 716 392 54.7 27.6 56.6 34.2 88.3

表 肺炎球菌ワクチンのインフルエンザワクチンとの同時接種および再接種が認められたことの認識

施設の種類

同時接種が認められたことを
知っている

P 値

再接種が認められたことを
知っている

P 値
はい いいえ はい いいえ

施設数（) 施設数（) 施設数（) 施設数（)

養護老人ホーム 5(20.8) 19(79.2) P＜0.0001 3(12.5) 21(87.5) P＜0.0001
軽費老人ホーム 16(27.1) 43(72.9) 9(15.5) 49(84.5)
特別養護老人ホーム 58(45.0) 71(55.0) 37(29.1) 90(70.9)
介護老人保健施設 57(79.2) 15(20.8) 45(61.6) 28(38.4)
有料老人ホーム 40(38.5) 64(61.5) 29(27.4) 77(72.6)

計 176(45.4) 212(54.6) 123(31.7) 265(68.3)

同時接種・再接種に関する認識不明の施設を除く
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ぼ同様の結果が得られた。

. 所属自治体の肺炎球菌ワクチン公費助成

今回の調査において施設の所属自治体が肺炎球菌

ワクチンの公費助成を実施していると回答のあった

施設は42施設（10.7），公費助成の有無が不明で

あった施設が36施設（9.2）であった。公費助成

対象年齢が記載されていた31施設における対象年齢

をみてみると65歳以上と回答があった施設が12施設，

70歳以上が 9 施設，75歳以上が10施設であった。公

費助成金額は1,000円～6,500円と様々であり，3,000
円とする施設が10施設で最も多かった。また，本人

負担額が1,000円（1 施設），4,000円（2 施設）とす

る記述もみられた。

所属自治体の助成の有無別に肺炎球菌ワクチン接

種者の有無を比較してみると，助成ありの施設では

ワクチン接種者のある施設は54.8であるのに対

し，助成なしの施設では44.2であった。助成のあ

る施設で接種者のある施設の割合は高い傾向が認め

られたが，統計学的有意差は認められなかった。

. 同時接種および再接種の積極的勧奨

施設における取組みとして，同時接種を積極的に

勧めている施設は8.2であり（表 3），ほとんどの

施設で同時接種は勧められていなかった。その主な

理由（複数回答）は，個人負担が少なくない（46.3）

を挙げる施設が多く，自治体の公費助成がない

（26.1），効果がはっきりしない（22.1），副反

応が心配（21.3）などであった。施設の種類別で

は介護老人保健施設および有料老人ホームではそれ

ぞれ15.1，11.1と他の施設より積極的勧奨を高

い割合で実施していた（表 3）。
施設の特性別に同時接種の積極的勧奨の取組み状

況を比較すると，入所者に認知症の占める割合が

50未満の施設では4.5であるのに対し，50以

上の施設では11.1と有意に高い割合で積極的勧奨

を実施していた。施設の規模が100人未満の施設で

同時接種を積極的に勧めている施設が6.6である

のに対し，100人以上の施設では12.4と積極的に

勧めている施設の割合は高い傾向であった（P＝

0.07）。
再接種の積極的勧奨を再接種承認前から勧めてい

た施設は 9 施設（2.4）あり，承認後に勧奨して

いる施設は14施設（3.8）で（表 4），積極的に勧

めない理由として同時接種と同様，個人負担が少な

くない（51.7）を挙げる施設が多く，同時接種・
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表 施設における肺炎球菌ワクチン接種の同時接種の積極的勧奨状況

施設の種類

肺炎球菌ワクチンの同時接種の積極的勧奨

P 値あり なし 計

施設数（) 施設数（) 施設数（)

養護老人ホーム 2( 8.3) 22( 91.7) 24(100.0) P＝0.007
軽費老人ホーム 0( 0.0) 58(100.0) 58(100.0)
特別養護老人ホーム 7( 5.6) 118( 94.4) 125(100.0)
介護老人保健施設 11(15.1) 62( 84.9) 73(100.0)
有料老人ホーム 11(11.1) 88( 88.9) 99(100.0)

計* 31( 8.2) 348( 91.8) 379(100.0)

* 積極的勧奨の実施不明の施設を除く

表 施設における肺炎球菌ワクチン接種の再接種の積極的勧奨状況

施設の種類

肺炎球菌ワクチンの再接種の積極的勧奨

P 値承認前から実施 承認後から実施 未実施 計

施設数（) 施設数（) 施設数（) 施設数（)

養護老人ホーム 0(0.0) 0(0.0) 22(100.0) 22(100.0) P＝0.27
軽費老人ホーム 0(0.0) 0(0.0) 56(100.0) 56(100.0)
特別養護老人ホーム 2(1.7) 4(3.3) 115( 95.0) 121(100.0)
介護老人保健施設 2(2.7) 5(6.8) 66( 90.4) 73(100.0)
有料老人ホーム 5(5.2) 5(5.2) 87( 89.7) 97(100.0)

計* 9(2.4) 14(3.8) 346( 93.8) 369(100.0)

* 積極的勧奨の実施不明の施設を除く

表 2009年10月以降の肺炎球菌ワクチン接種者の有無

施設の種類

肺炎球菌ワクチン接種者

P 値あり なし 計

施設数（) 施設数（) 施設数（)

養護老人ホーム 6(25.0) 18(75.0) 24(100.0) P＝0.03
軽費老人ホーム 18(31.0) 40(69.0) 58(100.0)
特別養護老人ホーム 61(46.9) 69(53.1) 130(100.0)
介護老人保健施設 33(45.2) 40(54.8) 73(100.0)
有料老人ホーム 54(52.4) 49(47.6) 103(100.0)

計* 172(44.3) 216(55.7) 388(100.0)

* 肺炎球菌ワクチン接種者の有無不明の施設を除く
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再接種の積極的勧奨はほとんどの施設において実施

されていない状況が明らかになった。

. ワクチン接種状況

2009年10月以降のワクチン接種状況では，387施
設（98.7）の施設において2009/2010シーズン季

節性インフルエンザワクチンを接種した人がいると

の回答が得られたが，新型インフルエンザワクチン

接種者ありの施設は310施設（79.3）であった。

肺炎球菌ワクチン接種者ありの施設は172施設

（44.3）にとどまっており（表 5），同時接種者，

再接種者がいると回答した施設は，それぞれ26施設，

14施設と低い割合であった。

. 同時接種・再接種承認の認識別にみた施設の

対応および肺炎球菌ワクチン接種状況

表には示していないが，同時接種を認識していな

い施設で，再接種を認識している施設は10.5であ

るのに対し，同時接種を認識している施設で，再接

種も認識している施設は57.1であり，統計学的に
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表 同時接種および再接種認可の認識別にみた肺炎球菌ワクチン接種の同時接種の積極的勧奨状況

施設における認識

肺炎球菌ワクチンの同時接種の積極的勧奨

P 値あり なし 計

施設数（) 施設数（) 施設数（)

同時接種が認められたことを知っている

はい 25(14.3) 150(85.7) 175(100.0) P＜0.0001
いいえ 5( 2.5) 196(97.5) 201(100.0)

計* 30( 8.0) 346(92.0) 376(100.0)
再接種が認められたことを知っている

はい 7(50.0) 7(50.0) 14(100.0) P＜0.0001
いいえ 22( 6.2) 335(93.8) 357(100.0)

計** 29( 7.8) 342(92.2) 371(100.0)

* 同時接種に関する認識不明の施設を除く

** 再接種に関する認識不明の施設を除く

表 同時接種および再接種の認可の認識別にみた肺炎球菌ワクチン接種の再接種の積極的勧奨状況

施設における認識

肺炎球菌ワクチンの再接種の積極的勧奨

P 値承認前から実施 承認後から実施 未実施 計

施設数（) 施設数（) 施設数（) 施設数（)

同時接種が認められたことを知っている

はい 7( 4.0) 13( 7.5) 154(88.5) 174(100.0) P＜0.0001
いいえ 2( 1.0) 0( 0.0) 190(99.0) 192(100.0)

計* 9( 2.5) 13( 3.6) 344(94.0) 366(100.0)
再接種が認められたことを知っている

はい 3(21.4) 3(21.4) 8(57.1) 14(100.0) P＜0.0001
いいえ 6( 1.7) 10( 2.9) 332(95.4) 348(100.0)

計** 9( 2.5) 13( 3.6) 340(93.9) 362(100.0)

* 同時接種に関する認識不明の施設を除く

** 再接種に関する認識不明の施設を除く

表 同時接種および再接種の認可の認識別にみた肺炎球菌ワクチン接種者の有無（2009年10月以降)

施設における認識

肺炎球菌ワクチン接種者

P 値あり なし 計

施設数（) 施設数（) 施設数（)

同時接種が認められたことを知っている

はい 92(52.3) 84(47.7) 176(100.0) P＝0.003
いいえ 77(37.0) 131(63.0) 208(100.0)

計* 169(44.0) 215(56.0) 384(100.0)
再接種が認められたことを知っている

はい 69(56.6) 53(43.4) 122(100.0) P＝0.001
いいえ 101(38.5) 161(61.5) 262(100.0)

計** 170(44.3) 214(55.7) 384(100.0)

* 同時接種に関する認識不明の施設を除く

** 再接種に関する認識不明の施設を除く

411第59巻 日本公衛誌 第 6 号2012年 6 月15日
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有意に高かった。

施設における同時接種および再接種の認識別に同

時接種の積極的勧奨の状況を比較すると，同時接種

の認識のある施設では同時接種の積極的勧奨を実施

している施設の割合は，認識のない施設に比べると

高い結果であった（表 6）。同様に施設における再

接種に関する認識は再接種の積極的勧奨の実施と有

意な関連が認められた（表 7）。
施設における同時接種についての認識別に肺炎球

菌ワクチン接種者の有無を比較すると，同時接種を

認識している施設では，認識していない施設に比較

して，肺炎球菌ワクチン接種者のいる施設は52.3
と有意に多かった（表 8）。同様に再接種が認めら

れたことを認識している施設では肺炎球菌ワクチン

接種者のいる施設の割合は有意に高かった（表 8）。

 考 察

急速な高齢化が進展しているわが国においては高

齢者の肺炎予防は重要な課題である。肺炎球菌性肺

炎はわが国の市中肺炎の25～35にみられ，肺炎球

菌は市中肺炎の原因菌の第 1 位を占めている。日本

で用いられている肺炎球菌ワクチン（ニューモバッ

クスNP）は23価の肺炎球菌莢膜多糖を含んでお

り，臨床分離肺炎球菌の約80をカバーするとされ

ている11,12)。肺炎球菌ワクチンの接種対象はハイリ

スクグループや高齢者であり13)，初回接種後 5 年以

上経過した場合の再接種についても承認された。イ

ンフルエンザワクチンと肺炎球菌ワクチンの併用に

よる高齢者に対する肺炎や死亡の予防効果について

は，スウェーデンにおいて実施された大規模な介入

研究において併用効果が確認されている14,15)。その

報告ではインフルエンザおよび肺炎による入院を調

査し，非接種者と比較して両ワクチン接種者ではイ

ンフルエンザおよび肺炎による入院をそれぞれ

46, 29，総死亡を57減少させたと報告した。

Nichol は慢性肺疾患を有する高齢者を 3 シーズン

にわたり観察し，インフルエンザワクチン，肺炎球

菌ワクチンそれぞれ単独接種者では非接種者に比べ

肺炎による入院を52, 27減少させるが，両ワク

チン接種では63減少し，死亡を81減少させると

報告した16)。また，ミネアポリスにおける高齢者予

防接種プログラム参加者を対象とした 2 年間の前向

き調査では，併用効果とともに医療費の削減が認め

られたと報告されている17)。Maruyama らは高齢者

入所施設における無作為化割付介入研究により肺炎

球菌ワクチンの効果評価を行った結果を報告し

た18)。それによるとワクチン接種により肺炎球菌性

肺炎および肺炎の罹患を63.8, 44.8それぞれ減

少させ，死亡ではプラセボ群での肺炎球菌性肺炎に

よる死亡が35.1に対しワクチン群は 0と有意に

死亡率が低かったとして日本人における有効性を報

告している。また，我が国においても両ワクチン接

種による医療経済的効果が明らかにされている19)。

. 同時接種および再接種に関する認識と施設の

取り組み状況

今回，2009年10月より肺炎球菌ワクチンとインフ

ルエンザワクチンとの同時接種および再接種が認め

られたことを受け，高齢者入所施設における認識と

対応について調査を実施した。肺炎球菌ワクチンと

インフルエンザワクチンとの同時接種，再接種につ

いて認識している施設は45.4, 31.7といまだ十

分認知されているとはいえない状況が明らかになっ

た。施設の種類別では介護老人保健施設において認

識している施設の割合が高かった。介護老人保健施

設は看護・医学的管理の下における介護および機能

訓練や医療を行うといった施設の特性から同時接種

や再接種に関する認識が他の施設より高いことが推

察される。今回の調査においては介護老人保健施設

からの回答率は45.9と他の種類の施設より回答率

は低かった。このことは今回対象とした施設の中で

はより日常業務の繁忙な介護老人保健施設の特性に

起因するとも考えられるが，同時接種や再接種に関

して認識している施設の方がより積極的に回答した

ことも推察され，結果として他の施設より認識して

いる割合が高かった可能性も考えられる。主な情報

源はメディアであったが，今後は行政や医師会を通

して新たな情報の普及を図っていく必要がある。

実際に同時接種を積極的に勧奨している施設は全

体の8.2にあたる31施設であり，再接種の積極的

勧奨の実施は23施設（6.2）にとどまっていた。

今回の調査結果からも明らかなように入所定員が

100人以上の施設や認知症や寝たきりの入所者が多

い施設では，これまでの施設内集団感染の経験など

から必然的に情報を入手する頻度が高くなるといっ

た施設側の事情が考えられる。また，有料老人ホー

ムでは他の施設に比べ，入所者の ADL が比較的高

く，経済的余裕のある入所者が多いため接種の同意

が得られやすいといった状況も考えられる。これら

の施設の規模や入所者の特性等を考慮する必要があ

るが，本調査においては同時接種・再接種の積極的

取組みはその知識を有している施設で有意に実施率

が高く，さらに再接種・同時接種認可に対する認識

は実際の肺炎球菌ワクチン接種者のある施設の増加

につながる結果が得られた。

. 公費助成と肺炎球菌ワクチン接種状況

2010年 3 月に厚生労働省が実施した法定接種以外
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のワクチンの公費助成調査によると，肺炎球菌ワク

チンの公費助成は327市区町村（18.8）で実施さ

れていた。愛知県内においては平成20年度より日進

市，東海市，21年度から長久手町，小牧市において

公費助成が開始されており，22年度から新たに名古

屋市を含む 4 市が公費助成を開始している。今回の

調査において入所者に肺炎球菌ワクチンの接種を積

極的に勧めない大きな理由のひとつに，個人負担が

少なくないことがあげられていた。また，施設の所

属自治体の肺炎球菌ワクチンの公費助成の有無が不

明であった施設が36施設（9.2）存在した。所属

自治体が公費助成を実施していると回答のあった42
施設（10.7）においても，その対象者や公費助成

の内容については記述が不詳の施設が多かった。同

時接種を積極的に勧めない施設の19.5がインフル

エンザワクチン接種の助成時期とあわせて接種する

ことがむずかしいと回答しており，公費助成対象・

助成金額のみでなく施設での接種スケジュールなど

も考慮した公費助成体制やその広報の方法について

今後検討していく必要がある。

わが国における予防接種政策の見直しの気運が高

まる中，超高齢社会を迎えた今日，高齢者の肺炎球

菌ワクチンによる肺炎予防はきわめて重要な公衆衛

生学的課題である。今回の調査より，肺炎球菌ワク

チンに関する情報の有無が施設における積極的な取

組みや接種状況に反映している可能性が示唆される

結果が得られた。これらの情報は高齢者入所施設や

医師会・医療従事者等の関係者のみならず今後の肺

炎球菌ワクチンの助成体制などを検討するにあたっ

ての市町村等の行政担当者にとっても有用な情報と

なるものと考えられる。ワクチンの効果や副反応に

関する正しい情報とあわせて，高齢者入所施設など

を対象に効率的に情報提供を行っていくことが重要

であると考えられる。今後，自治体における公費助

成による肺炎球菌ワクチン予防接種事業はさらに進

むと考えられるが，接種率をなお一層高めていくた

めには，医師や看護師などの医療従事者が接種対象

者にその必要性を説明し，積極的に勧奨していくこ

とも重要であると考えられる20)。

本研究は，厚生労働科学研究費補助金（新型インフル

エンザ等新興・再興感染症研究事業）の助成を受けて実

施した。
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